
2020/05/28 17:51:48 / 19597578_日本テレビホールディングス株式会社_招集通知（Ｆ）

第87期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

日本テレビホールディングス株式会社

法令及び当社定款第18条の規定に基づき、事業報告の一部、連結注記表
及び個別注記表につきましては、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.ntvhd.co.jp/ir/holder/meeting/）に掲載することにより、
株主の皆様へご提供しております。
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３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保
するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

①　取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
法令・定款・企業倫理を遵守した行動をとるための企業行動憲章である「日本テレビ・コンプライア

ンス憲章」を制定し、当社及び当社グループの常勤役員・従業員が宣誓します。また、その徹底を図る
ため、経営戦略局、総務・人事管理局、経営管理局を中心に役職員に対する教育等を行います。

取締役及びオブザーバーの立場として社外の弁護士等で組織する「コンプライアンス委員会」を設置
し、法令・定款・企業倫理の遵守、透明性の高い企業活動の推進に努めます。

法令上疑義のある行為等について、通常の報告ルートを整備するとともに、当社及び当社グループの
従業員が直接情報提供や調査要請を行う通報制度「日テレＨＤホットライン」を設置します。

取締役の職務執行の適法性を確保するため、社外取締役、社外監査役による牽制機能を重視し、取締
役会の活性化等コーポレート・ガバナンスの充実に努めます。

「業務監査委員会」を設置し、会社業務の内部監査及びコーポレート・ガバナンスの検証を行います。
反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、同勢力とは取引関係その他一切の関係を持ちませ

ん。不当要求等の介入に対しては、警察等の外部専門機関と緊密な連携関係のもと、関係部署が連携・
協力して組織的に対応し、利益供与は絶対に行いません。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
「文書取扱規則」に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体（以下、「文書等」と

いう。）に記録し、定められた期間保存します。
文書等の取扱所管部は総務・人事管理局とし、各局等に情報資産管理責任者及び情報資産実務担当者

を置き、管理します。
取締役及び監査役は、これらの文書等を閲覧できるものとします。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
代表取締役を委員長とする「内部統制委員会」及び「危機管理委員会」を設置し、前者において全社

的なリスク管理を行い、後者において新たに生じた危機について迅速に対処します。
当社グループでは、災害、情報管理、番組制作、著作権契約、放送、不正行為等に係るリスクについ

て、組織横断的な各種委員会を設置し、諸制度改善、規程の整備等に取り組みます。
特に、地震等非常時に緊急放送を行うことは当社グループの使命であり、放送機能を維持、継続する

ための設備・体制を整えるとともに、「首都圏危機対応マニュアル」を制定し、それに基づいた実地訓
練を行います。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
職務分掌、りん議規程等社内の規程に基づく、職務権限及び意思決定ルールにより、適正かつ効率的

に職務の執行が行われる体制をとります。
また、当社と利害関係を有しない社外取締役により、業務執行についての牽制機能が働くようコーポ

レート・ガバナンスの充実を図ります。
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⑤　当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
グループ会社における法令・定款の遵守、経営・事業内容の総合的戦略の構築とその実施・運営及び

職務執行の効率化に関する事項全般を取り扱う「経営戦略局グループ推進部」を設置し、グループ一体
となった法令・定款の遵守体制、リスク管理体制及び効率的職務執行体制を構築するよう管理します。

「日本テレビホールディングス グループ管理規程」及び「日本テレビホールディングス グループ会
社りん議規程」を制定し、グループ会社の管理にあたり、グループ会社から当社に対し重要事項の承認
を求め、またはその報告を行うための体制を整備します。

当社の担当役員及びグループ会社の代表者等で構成する「グループ経営戦略会議」を定期的に開催し、
業務の適正を確保するとともに、情報の共有化と職務執行の効率化を図ります。

グループ会社の役員・従業員を対象にコンプライアンスに係る研修を適宜実施します。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
監査役の求めに応じ監査役を補助する従業員を監査役会事務局に配置するものとし、当該従業員は監

査役の指示に従ってその職務を行い、取締役はこれと異なる指示をすることができないものとします。
監査役は、監査役会事務局所属の従業員に対し、監査業務に必要な事項の調査を指示することができ

ます。
監査役会事務局所属の従業員は、監査役の職務の補助の他、兼務として業務監査室の室員を務めます。

⑦　監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役を補助する従業員は、当社及び当社グループの業務の執行に係る役職を兼務しないものとし、

その人事考課は監査役が実施し、人事異動・懲戒処分については、監査役の同意を得なければならない
ものとします。

⑧　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役ヘの報告に関する体制
当社の取締役は、内部監査の実施状況を踏まえ、当社及び当社グループに重大な影響を及ぼす事項等

を監査役に報告します。
当社の従業員は、当社及び当社グループに影響を及ぼす事項、法令・定款違反に関する重大な事実を

発見した場合は、通常の報告ルートに加え、通報制度である「日テレＨＤホットライン」により、監査
役又は経営管理局に直接報告することができます。グループ会社の取締役、監査役及び従業員又はこれ
らの者から報告を受けた者についても同様とします。

「業務監査委員会」は、内部監査の結果に加え、当社の従業員並びにグループ会社の取締役、監査役
及び従業員からの報告内容を定期的に監査役に報告します。

これらの報告を行った当社の取締役及び従業員並びにグループ会社の取締役、監査役及び従業員又は
これらの者から報告を受けた者は、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けることがない
ものとします。

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
常勤監査役は、常勤取締役会に出席し、常勤取締役との意見の交換を行います。
監査役は、グループ会社の代表者等で構成される「グループ経営戦略会議」に出席することができます。
監査役は、必要に応じて専門の弁護士、公認会計士等から監査業務に関する助言を受けることができ、

これらのために要する費用を含め、監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還を当社に
請求することができるものとし、当該請求がなされたときは、当社は監査役の判断を尊重して当該費用
の前払い又は償還に応ずるものとします。
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⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社は、当社及び当社グループにおける業務の適正を確保するために、前記の体制に基づいて、内部統制

システムの整備とその適切な運用に努めています。当事業年度の運用状況の概要は次のとおりです。

①　コンプライアンス体制について
当社及び当社グループは、役職員が遵守すべき基本的な企業行動憲章「日本テレビ・コンプライアン

ス憲章」の周知に努めるとともに、各種研修（情報セキュリティやインサイダー取引防止、下請代金支
払遅延等防止、個人情報保護等）を適宜行いました。

当社グループは、業務に関連して保有する全ての情報を重要な資産ととらえ、その保護の取り組みを
強化するため、2015年6月より「情報保護推進事務局」と「サイバーセキュリティ推進事務局」を当社
及び当社の連結子会社である日本テレビ放送網㈱に設置しております。2つの事務局を軸にして情報資
産保護に関する全社的なルールを構築して社内への周知・徹底を図るとともに、標的型攻撃への対処法
を始めとした複数の研修を実施するなど情報セキュリティの高度化を進めております。本年におきまし
ては、さらなる高度化に向け、「情報セキュリティ基本方針」及びセキュリティ体制の見直しを行いま
した。

また、従前から設けている通報制度「日テレＨＤホットライン」の周知にも努めました。

②　取締役の職務執行と情報の保存及び管理について
常勤役員による常勤取締役会を原則毎週開催したほか、取締役会を年度内に7回開催し、法令・定款

に定められた事項及び経営に関する重要事項等を決定しました。また、各取締役の職務執行状況及び当
社グループの業績等についての報告を受け、取締役及び使用人の職務執行が法令・定款に適合するよう
に監視・監督を行いました。

取締役会の資料や議事録等は、セキュリティが確保された場所に安全に保存され、適切に管理されて
います。

③　損失の危険の管理体制について
当社及び当社グループの業務の適正を確保するために、「日本テレビホールディングス グループ管理

規程」に則り、当社及びグループ会社の代表等で構成する会議を開催し、子会社事業の運営状況の把握
を行うとともに、企業経営に影響を及ぼすリスクを洗い出し、必要な対策を講じました。また、当社グ
ループの内部統制の一層の充実を図るために、グループ会社の経営上の重要な意思決定について、親会
社へのりん議を必要とする事項およびその処理について定めた「日本テレビホールディングス グループ
会社りん議規程」を制定し、グループ会社から当社に対し重要事項の承認または報告を行うための体制
を整備しました。

④　内部監査及びコーポレート・ガバナンスの検証について
業務監査委員会は、業務監査室が監査年度計画に基づいて行う財務報告に係る内部統制システムの整

備及びその運用状況の評価並びに当社及び当社グループの経営諸活動の管理・運営に係る制度及び業務
遂行状況の監査結果を踏まえ、コーポレート・ガバナンスの検証を行いました。
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⑤　監査役監査の実効性確保の体制について
監査役は、監査役会で審議決定した監査方針や監査計画に基づき監査を実施し、監査役会を年度内に

８回開催しました。また、監査役は、取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役及び会計監査人と
定期的な意見交換を行いました。常勤監査役は、取締役の職務の執行状況や、法令・定款の遵守状況等
の監査を行ったほか、連結子会社を含む主要な子会社に対しては計画的な往査を実施しました。さらに、
監査の実効性を高めるために、内部監査部門、コンプライアンス部門との緊密な連携を図りました。

－ 4 －
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４．会社の支配に関する基本方針
⑴　当社の企業価値向上に向けた取組み

当社グループは、国民の共有財産である電波資源を基にした放送に携わる企業グループとして、公平・公
正さを保ち、迅速・正確な情報を発信する事を通して、全てのステークホルダーから「信頼」されるサービ
スの提供を心がけながら事業を行っております。メディア・コンテンツ業界のトップカンパニーとして「良
質なコンテンツの創造」「新たな文化の創造」「豊かな社会の創造」さらに「夢ある未来の創造」の四つの
創造の実現に努めてまいります。

その上で、企業価値の向上を図るため、2019年度から2021年度を計画期間とする新たな中期経営計画
「日本テレビグループ 中期経営計画2019-2021 日テレ eVOLUTION」を策定し、(a)日本テレビグルー
プとしての社会的責任を果たし、更に「信頼性」を向上させること、(b)総合コンテンツ企業として、放送・
関連ビジネスを進化させ、「収益性」「生産性」を飛躍的に向上させること、(c)インターネット領域をビ
ジネスの「柱」に成長させること、(d)起業・Ｍ＆Ａ・アライアンスを推進し、非放送広告収入比率50％超
を目指すこと、及び(e)意識・組織・常識の改革を掲げています。

これらの目標を達成することにより、企業価値の拡大を図り、2021年度に、連結売上高4,500億円、連結
営業利益520億円（連結営業利益率11.6％）、連結経常利益590億円（連結経常利益率13.1％）以上として
おります。更に、新規事業およびＭ＆Ａ推進のための投資枠を現状の500億円から1,000億円に増額し、そ
の実現によるＭ＆Ａ 分を加算した目標値を、連結売上高5,000億円、連結営業利益540億円、連結経常利益
620億円以上としております。

当社グループは、一丸となって、中期経営計画の目標達成に向け「改革と挑戦」を続けてまいります。

⑵　大規模買付行為に対する取組み
当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社の企業

価値・株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保・向上していくことを可能とする者である必要が
あると考えています。

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づ
き行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式について大量買付がなされる場合、これが
当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

しかしながら、株式の大量買付の中には、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なく
ありません。また、当社株式の大量買付を行う者が当社の企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確
保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになりま
す。

当社においては、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に取り組んでまいる所存であり、
当社株式等の大規模買付行為が行われる際には、大規模買付行為の是非を株主の皆様が適切に判断するため
に必要かつ十分な情報の提供を求め、あわせて取締役会の意見等を開示し、株主の皆様の検討のための時間
と情報の確保に努める等、関係法令の許容する範囲内において、適切な措置を講じてまいります。
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⑶　外国人等が取得した株式の取扱いに対する取り組みについて
当社は、放送法で定める外国人等（(ⅰ)日本の国籍を有しない人、(ⅱ)外国政府又はその代表者、(ⅲ)外

国の法人又は団体、(ⅳ)前記(ⅰ)から(ⅲ)に掲げる者により直接に占められる議決権の割合が総務省令で定
める割合以上である法人又は団体）の有する当社の議決権について、(ⅰ)から(ⅲ)に掲げる者により直接に
占められる議決権の割合とこれらの者により上記(ⅳ)に掲げる者を通じて間接に占められる議決権の割合
として総務省令で定める割合とを合計した割合が20％以上となる場合には、放送法によって認定放送持株会
社の認定が取り消されることとなります。

そうした事態に陥らないように、関係法令の許容する範囲内において、適切な処置を講じてまいります。

－ 6 －

会社の支配に関する基本方針



2020/05/28 17:51:48 / 19597578_日本テレビホールディングス株式会社_招集通知（Ｆ）

連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴　連結の範囲に関する事項

①連結子会社　　　　　　日本テレビ放送網㈱、㈱ＢＳ日本、㈱ＣＳ日本、㈱日テレ・テクニカル・リソーシズ、㈱日テレ アック
スオン、㈱日テレイベンツ、㈱日本テレビアート、日本テレビ音楽㈱、㈱バップ、㈱ティップネス、㈱日
本テレビサービス、㈱日本テレビワーク24、㈱フォアキャスト・コミュニケーションズ、㈱営放プロデ
ュース、㈱日テレ７、㈱タツノコプロ、ＨＪホールディングス㈱、㈱ACM、㈱日テレITプロデュース、
㈱PLAY、NTV America Company、NTV International Corporationの22社であります。
当連結会計年度において当社の連結子会社であったスキルアップ・ビデオテクノロジーズ㈱は、非連結子
会社であった㈱ロジックロジックを吸収合併存続会社とする吸収合併により、㈱PLAYに商号変更いたし
ました。

②非連結子会社　　　　　㈱日本テレビ人材センター等32社であります。これらの非連結子会社は総資産、売上高、当期純損益及
び利益剰余金等の観点からみていずれもそれぞれ小規模であり、全体としても連結計算書類に重要な影響
を及ぼしておりません。
当連結会計年度において新たに株式を取得したことに伴い、㈱ウィークデー他3社を非連結子会社としま
した。
当連結会計年度において清算結了により㈱サンエイワークが非連結子会社ではなくなりました。また、当
社の非連結子会社であった㈱ロジックロジックは、連結子会社であったスキルアップ・ビデオテクノロジ
ーズ㈱との合併に伴い、㈱PLAYに商号変更し、当社の連結子会社となっております。

⑵　持分法の適用に関する事項
①持分法適用会社　　　　㈱日本テレビ人材センター等非連結子会社32社及び関連会社29社に対する投資について持分法を適用し

ております。
当連結会計年度において新たに株式を取得したことに伴い、㈱ウィークデー他3社を持分法適用の非連結
子会社とし、㈱ジェイエスエスを持分法適用の関連会社としました。
当連結会計年度において清算結了等により㈱サンエイワーク他2社を持分法の適用範囲から除外してお
ります。また、当社の非連結子会社であった㈱ロジックロジックは、連結子会社であったスキルアップ・
ビデオテクノロジーズ㈱との合併に伴い、持分法の適用範囲から除外しております。

②持分法非適用会社　　　該当事項はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は㈱ACM、NTV America Company及びNTV International Corporationを除き
全て連結決算日と一致しております。
㈱ACM、NTV America Company及びNTV International Corporationの決算日は12月31日であり、
連結決算日との差異が3ヶ月以内であるので、正規の決算を基礎として連結決算を行っております。ま
た、当該会社の決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行ってお
ります。

⑷　会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券　　　　　　　満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）
その他有価証券

時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの…移動平均法に基づく原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第2条
第2項の規定により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される
決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。
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たな卸資産　　　　　　主として先入先出法に基づく原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定)

番組勘定　　　　　　　個別法に基づく原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産(リース資産を除く。） 定率法

なお、2000年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く。）並びに2016年4月1日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　 2 年～50年
機械装置及び運搬具　　 2 年～17年
工具、器具及び備品　　 2 年～20年

無形固定資産(リース資産を除く。） 定額法
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能見込期間（2年～10年）で均等
償却しております。
また、商標権については16年、顧客関連資産については8年～16年で均等償却しておりま
す。

リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
返品調整引当金 音楽や映像のパッケージメディアなどの返品による損失に備えて返品見込額に基づき計上しておりま

す。
④退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、発生年度において費用処理しております。

ハ．過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、発生年度において費用処理しております。

ニ．小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務
とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。
なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、当該会社の決算日の直物為替相場により円貨
に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。
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⑥のれんの償却方法及び償却期間
のれん及びのれん相当額の償却については、発生原因に応じて6年～16年で均等償却しております。ただ
し、その金額が僅少な場合、発生年度において全額償却しております。

⑦消費税等の会計処理　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「支払手数料」は、金額的重要性が増したため、当連結
会計年度より独立掲記することとしました。

なお、前連結会計年度の「支払手数料」は5百万円であります。

３．連結貸借対照表に関する注記
⑴　たな卸資産の内訳

商品及び製品 2,142百万円
仕掛品 794百万円
原材料及び貯蔵品 799百万円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 157,290百万円

⑶　非連結子会社及び関連会社に対する投資等
投資有価証券（株式） 68,595百万円
その他の投資その他の資産 8,202百万円
（上記のうち共同支配企業に対する投資） (5,349百万円)

⑷　担保に供している資産
担保資産
　土地 101,031百万円
担保付債務
　長期預り保証金 19,000百万円

⑸　保証債務
連結会社以外の組合の賃貸借契約、従業員の金融機関からの借入に対して次のとおり債務保証を行っております。
神戸アンパンマンミュージアム＆モール有限責任事業

組合の建物賃貸借契約における連帯保証債務 1,744百万円
従業員の住宅資金銀行借入金 39百万円
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 263,822千株 －千株 －千株 263,822千株

⑵　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 8,476千株 34千株 －千株 8,511千株
（注）自己株式の株式数の増加34千株は、単元未満株式の買取り、持分法適用会社に対する持分変動に伴う自己株式の増加の合計であります。

⑶　剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額等

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2019年 6月27日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 6,299百万円 25円 2019年 3月31日 2019年 6月28日

2019年11月 7日
取 締 役 会 普 通 株 式 2,541百万円 10円 2019年 9月30日 2019年12月 2日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2020年 6月26日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 6,240百万円 利 益 剰 余 金 25円 2020年 3月31日 2020年 6月29日
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５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については有価証券を始めとする金融商品の適正かつ安全な運用を最優先とし、また、資金調達に

ついては自己資金を原則としております。デリバティブ取引については原則として利用しない方針です。ただし、当社グループ
の持分法適用会社のうち一部の関連会社は、外貨建取引の為替変動リスクを回避する目的で為替予約を利用しております。なお、
運用商品の中にデリバティブ取引が組み込まれた複合金融商品を取扱う場合は、組込デリバティブのリスクが金融資産の元本に
及ばないものに限定しております。

②金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金、業務上の関係を有する企業への長期貸付金は、信用リスクにさらされております。
有価証券及び投資有価証券は、市場価格等の変動リスクにさらされております。
営業債務である支払手形及び買掛金、未払費用、及び短期借入金は、そのほとんどが1年以内の支払期日であります。なお、

営業債務は、為替の変動リスク及び流動性リスクにさらされております。
リース債務及び長期預り保証金は、流動性リスクにさらされております。

③金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権及び長期貸付金については、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行っております。また、債券については、格付
の高いものを投資対象としているため、信用リスクは僅少であります。

ロ．市場リスク（価格等の変動リスク）の管理
有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握するとともに、市況や取

引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。

当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動すること
があります。

⑤信用リスクの集中
当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち、73.0％が上位2社に対するものであります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2020年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額 時価 差額
⑴現金及び預金 54,919百万円 54,919百万円 －百万円
⑵受取手形及び売掛金 103,037 103,037 －
⑶有価証券及び投資有価証券
　①満期保有目的の債券 177,000 172,123 △4,876
　②関連会社株式 2,588 1,999 △588
　③その他有価証券 147,583 147,583 －
⑷長期貸付金 4,203
　　貸倒引当金(※) △780

3,423 3,450 27
　資産計 488,551 483,113 △5,437
⑸支払手形及び買掛金 7,583 7,583 －
⑹短期借入金 2,694 2,694 －
⑺未払費用 52,515 52,515 －
⑻リース債務 17,186 18,011 824
⑼長期預り保証金 20,413 18,065 △2,348
　負債計 100,394 98,870 △1,523
(※)長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（注）1. 金融商品の時価の算定方法
⑴現金及び預金、⑵受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
⑶有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格に
よっております。

⑷長期貸付金
　長期貸付金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸付先の信用状態が実行後大きく異なっ
ていない限り、時価は帳簿価額に近似していることから当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の
合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。ただし、貸倒懸念債権につ
いては、連結決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額が時価に近似しているため、当該価額を
もって時価としております。なお、長期貸付金には1年内返済予定額を含んでおります。

⑸支払手形及び買掛金、⑹短期借入金、⑺未払費用
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。なお、未払
費用には、金銭債務に該当しない債務も含めて計上しております。

⑻リース債務、⑼長期預り保証金
　これらの時価については、元金及び元利金と同額を新規に調達した場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によ
っております。なお、リース債務には1年以内返済予定額を含んでおります。また、リース債務の一部には転リース取引に
おけるリース債務が含まれております。これについては、連結貸借対照表に利息相当額控除前の金額で計上しており、時価
の欄には、連結貸借対照表計上額を記載しております。

2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
非連結子会社株式及び関連会社株式（連結貸借対照表計上額66,006百万円）、非上場株式（連結貸借対照表計上額9,865

百万円）並びに投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（連結貸借対照表計上額2,923百万円）は、市場価格
がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
「⑶有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。
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６．賃貸等不動産に関する注記
⑴　賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社グループは、汐留及び番町地区を主として、賃貸用の土地やオフィスビル等を有しております。

⑵　賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額 時価

98,553百万円 121,811百万円

（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
2. 当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額(指標等を用

いて調整を行ったものを含む。）、その他の物件については、適切に市場価額を反映していると考えられる指標に基づく
価額等によっております。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 2,920円55銭
⑵　１株当たり当期純利益 119円67銭

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

９．その他の注記
（事業撤退損に関する注記）

　事業撤退損は、当社の連結子会社である㈱日本テレビワーク24において開発中であった青森県十和田市における太陽光発電事
業からの撤退を決議したことに伴い生じた固定資産売却損、固定資産除却損及び減損損失によるものです。

－ 13 －
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式

移動平均法に基づく原価法
その他有価証券

時価のあるもの　　決算日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの　　移動平均法に基づく原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第2条第2項の規定により
有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算書を基礎とし、持分相当額を純額
で取り込む方法によっております。

⑵　消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

担保資産
　土地 101,031百万円
担保付債務
　長期預り保証金 19,000百万円

⑵　保証債務
　次の債務保証を行っております。

㈱ティップネスの建物賃貸借契約における連帯保証債務 251百万円

⑶　区分表示していない関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
①　短期金銭債権 5,266百万円
②　短期金銭債務 117,752百万円

３．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高
①　営業収益 6,600百万円
②　営業費用 226百万円
③　営業取引以外の取引高 300百万円

－ 14 －
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４．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 3,314千株 0千株 －千株 3,314千株
（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

５．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税等 42百万円
組織再編に伴う関係会社株式 4,013
その他 202

繰延税金資産小計 4,259
評価性引当額 △202
繰延税金資産合計 4,056
繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 4,240
繰延税金負債合計 4,240
繰延税金負債の純額 184

－ 15 －
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６．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

種 類 会 社 等 の 名 称
議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

(百万円) 科 目 期 末 残 高
(百万円)

子会社 日 本 テ レ ビ 放 送 網 ㈱
　所有
直接 100.0

経営管理
資金の貸借
不動産の賃貸借
役員の兼任

不 動 産 賃 貸 収 入 3,120
売 掛 金 402

経 営 管 理 収 入 1,244

キャッシュマネージメント
サービスによる資金の借入 50,369 短 期 借 入 金 65,708

支 払 利 息 119 － －

子会社 ㈱ 日 テ レ  ア ッ ク ス オ ン 　所有
直接 100.0

経営管理
資金の貸借

キャッシュマネージメント
サービスによる資金の借入 6,580 短 期 借 入 金 6,591

支 払 利 息 15 － －

子会社 ㈱ バ ッ プ 　所有
直接 100.0

経営管理
資金の貸借
役員の兼任

キャッシュマネージメント
サービスによる資金の借入 12,908 短 期 借 入 金 13,786

支 払 利 息 30 － －

子会社 ㈱ 営 放 プ ロ デ ュ ー ス 　所有
間接 100.0

経営管理
資金の貸借

キャッシュマネージメント
サービスによる資金の貸付 8,349

そ の 他 の 流 動 資 産
(関 係 会 社 短 期 貸 付 金 ) 730

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 7,321

受 取 利 息 19 － －

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
1.不動産の賃貸料については、近隣における第三者への賃貸料等を斟酌して決定しております。
2.経営管理収入については、業務内容を勘案して決定しております。
3.資金の借入及び資金の貸付の取引金額については、期中平均残高を記載しております。
4.借入金利及び貸付金利については、市場金利を勘案して決定しております。
5.上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,433円24銭
⑵　１株当たり当期純利益 9円97銭

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

－ 16 －
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